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令和７年度
漁場生産力・水産多面的
機能強化対策
運営に関する講習会



平成13年 「水産基本法」制定
平成13年6月に従来の沿岸漁業等振興法に替わって制定された水産基本法の基本理念である水

産業の健全な発展に関する施策の一つとして、「多面的機能に関する施策の充実」が掲げられる。

平成13～14年 水産業及び漁村の多面的機能に関する調査・評価を実施

平成15～16年 日本学術会議による水産業・漁村の多面的機能の役割提示
（①食料・資源を供給する役割、②自然環境を保全する役割、③地域社会を形成し維持する役割、
④国民の生命財産を保全する役割、⑤居住や交流などの「場」を提供する役割）

平成21～24年 「環境・生態系保全対策事業」の実施
日本学術会議の答申「②自然環境を保全する役割」を踏まえ、事業を創設
（支援内容）計画づくり、藻場・干潟（浅場）・ヨシ帯・サンゴ礁の保全活動、モニタリング

平成25年～ 「水産多面的機能発揮対策事業」の実施
平成24年に制定された水産基本計画において、多面的機能の発揮の促進のため、幅広い分野を

総合的に支援することが明記されたことを踏まえ、日本学術会議の答申「②自然環境を保全する
役割」、「④ 国民の生命財産を保全する役割」、「⑤ 居住や交流などの「場」を提供する役
割」の３本柱に対して支援する事業を創設

事業創設の経緯

令和７年～「漁場生産力・水産多面的強化対策事業」に組み換え
第３期計画（R3～7）を前倒して第４期計画をスタート。優先採択要件（藻場・干潟ビジョン

等）の追加、PDCAサイクルによる活動の実効性の確保（自己評価表の見直し）。
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・漁業者とそれ以外の者で組織する活動組
織の構築

・地域において活動するための現状（例：藻
場等の減少要因）を把握

・活動計画を策定（活動エリア、スケジュー
ル等）

・水産業・漁村の持つ多面的機能
の発揮・強化

・漁場再生による水産資源の
生産力の向上

・大規模災害における
早期の操業再開に貢献

へとつなげる

漁場生産力・水産多面的機能強化対策（概要）

・活動計画に基づき、活動を実施

・活動の記録を残す

・モニタリングによる効果の把握
（生物量の増加の確認、又は監視活動の
定期的・早期対応の有効性の確認）

事業の効果・検証活動の計画

【事業の目的】
水産業・漁村は、国民に安全で新鮮な水産物を安定的に提供する役割に加え、国民の生命・財産の保全、保健休養・交流・教育の場

の提供など国民に対して種々の多面的機能を提供する役割を担っている。
漁業者等が行う多面的機能の効果的・効率的な強化に資する地域の活動を支援することにより、水産業及び漁村の活性化を図る。
【事業の概要】

漁業者等が行う水産業・漁村の多面的機能の強化に資する以下の取組を支援
１．環境・生態系保全： 藻場・干潟等の保全、内水面の生態系の維持・保全、漂流・漂着物の回収・処理等
２．海の安全確保：海洋環境の変化を早期に捉えながら行う国境・水域の監視、海の監視ネットワークの強化及び海難救助等

活動の実施

・必要に応じ、計画の見直し

・次回の活動の方針決定

活動の見直し・改善

・計画に基づき活動

活動組織 構成員

リーダー等

漁業者

水産多面的機能発揮対策

団体

ボランティア

市町村等

それ以外

非構成員

サポート専門家

主に
学校関係

漁協

団体NPO等

必要に応じ
あらゆる場面で
サポート専門家が
技術的なサポート

サポート専門家

次回の活動のた
めの課題の整理
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ＰＤＣＡサイクルとは
PDCAは、Plan（計画）・Do（実行）・Check（評価）・Action（改善）の4つの

ステップで構成されています。
それを回すことをPDCAサイクルと呼んでおり、目標を達成させることができるマネ

ジメント手法です。

PDCAサイクルを回すために、年間の活動スケジュールにPDCAのそれぞれの内容を
組み込み、適宜、サポート専門家などに協力してもらいながら進めることが大切です。

出典：水産多面的機能発揮対策における多様な連携の手引き

Plan
連携活動の計画

■目的目標の設定
■計画の立案

Do
連携活動の実施

■事前準備
■活動の記録
■活動内容の発信

Action
連携活動の見直し･改善

■計画の見直し
■連携の枠組みの見直し

Check
連携活動の評価

■目標達成と目標設定の妥当性
■活動面積の妥当性
■活動内容とスケジュールの妥当性
■役割分担と人員体制の妥当性
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・採択申請書（協定書等）

・活動計画書
（位置図・年次計画）

水産多面的機能発揮対策（概要）

事業の効果・検証（Ｃ）活動の計画（Ｐ） 活動の実施（Ｄ）

活動の見直し・改善（Ａ）

・協定書（規約・構成員一覧）

・活動計画書（位置図・年次計画）

・活動記録（写真等）

・金銭出納簿（領収書等）

・モニタリング結果整理表

・自己評価表

・自己評価表
（PDCAサイクルに基づく記載欄）

・事業評価（２次評価）

（留意事項：協定面積）
・協定区域が過大なものになっていないか
・活動区域と整合しているか
・活動に関係がない区域が含まれていないか
・モニタリング定点は協定区域内に設定されているか
・各海域で策定されている「藻場・干潟ビジョン」と整合
しているか

（留意事項）
・活動の効果・検証を自己評価すること
・効果が発揮されていない場合、「モニタリングの手引き」
「磯焼けガイドライン」等をもとに活動の見直しを検討

・必要に応じて、サポート専門家や県の研究機関等に
技術的な助言をもらうこと

（留意事項：モニタリング）
・実施時は、「モニタリングの手引き」、「実効性のある藻場
モニタリングの手引き」を参照すること

必要に応じ
あらゆる場面で
サポート専門家が
技術的なサポート

サポート専門家

漁場生産力・水産多面的機能強化対策（概要）
【事業の目的】
水産業・漁村は、国民に安全で新鮮な水産物を安定的に提供する役割に加え、国民の生命・財産の保全、保健休養・交流・教育の場

の提供など国民に対して種々の多面的機能を提供する役割を担っている。
漁業者等が行う多面的機能の効果的・効率的な発揮に資する地域の活動を支援することにより、水産業及び漁村の活性化を図る。
【事業の概要】

漁業者等が行う水産業・漁村の多面的機能の発揮に資する以下の取組を支援
１．環境・生態系保全： 藻場・干潟等の保全、内水面の生態系の維持・保全、漂流・漂着物の回収・処理等
２．海の安全確保：海洋環境の変化を早期に捉えながら行う国境・水域の監視、海の監視ネットワークの強化及び海難救助等
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（参考）

会計検査院 質疑内容
何を目的として活動しているのか。
→活動は、地方公共団体の施策と、どの様に連動しているのか。
→活動は、どの様に水産多面的機能の発揮に寄与しているのか。
→なぜその対象生物を選択したのか

成果目標を達成していない活動組織に対し、次年度以降採択しない
ということはあるのか。
→採択している場合、なぜ採択しているのか。
→採択するにあたりどのように指導しているのか。

活動組織立ち上げのきっかけは。
→なぜ、いつから、構成員の属性（団体）は。

実施・実績確認はどのように行っているのか。
→協議会・都道府県・市町村それぞれの役割分担はどのようになっ
ているのか。
→領収書や活動報告書の書類確認を協議会が行うのは当然だが、ま
ずは最も近くにいる（協議会構成員としての）市町村が行うべきも
のと考えるが、どうか。

活動区域（協定面積）の決定は、市町村とどのような調整があった
のか。

日当等の単価の根拠は。
→誰がその単価を定めているのか。
→活動組織ごとに単価が異なるのであれば、協議会が確認したうえ
で定めるべき。

活動面積と協定面積に大きな乖離があるがなぜか。
実活動１時間程度で半日（４時間）分の日当が支払われているが適
正か。
→時間当たりの単価を定めないのはなぜか。
→傭船料に時間の指定がないのはなぜか。

活動面積（活動区域、活動内容）は毎年変わるのか。
→（変わる場合）なぜ変わるのか。
→（変わらない場合）なぜ変わらないのか。変えなくていいのか。

補助対象経費の基準は。

協議会は、採択する計画（活動組織）をどのように選定するのか。
振り込み以外で支払う場合の、支払い事実の確認はどのように行う
のか。
→証拠書類はどのように作成・整理するのか。

採択する活動組織は毎年（前期から引き続き）同じ組織か。
出納簿に記載のある日付は支払日を通常表わすが、通帳の日付と異
なるのはなぜか。
→活動実施日の記載は、原因日を記載するという認識で良いか。

採択する計画の活動内容は毎年（前期から引き続き）同じか。
→なぜ、活動範囲や活動内容を見直さないのか。

名簿を活用した領収書について、受領証押印時点が不明。活動した
ことの証明か。受領したことの証明か。

10年以上モニタリングの調査結果が蓄積している組織もある。評
価・検討し、計画の変更等に役立てるべきでは。

実績報告時に支払いが完了していない。
→補助事業等の完了は支払い等の精算業務が完了した場合を指す。

協議会による２次評価の基準は。また、評価の方法は。 立替払の管理がずさん。
誰がいつ立て替えたのか、整理する必要がある。
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漁場生産力・水産多面的機能強化対策情報サイト「ひとうみ.jp」
水産多面的機能発揮対策情報サイト
「ひとうみ.jp」において、
・全国の活動組織の取組紹介
・講習会等の情報
・モニタリングの手引き
・教育・学習活動の教材
・サポート専門家一覧 ← NEW

等を掲載しています。

※「全国の取組情報」に活動組織ごとの取組を掲載しています。
協議会において、掲載内容をご確認の上、未掲載の活動組織には、情報登録するようご指導願います。
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講習テキスト（運営編）「サポート専門家一覧」
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講習テキスト（運営編）「サポート専門家一覧」
藻場の他に干潟とサンゴの
専門家一覧を記載
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